
法令および定款に基づくインターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
第94期（平成28年４月１日～平成29年３月31日）

小池酸素工業株式会社
法令および当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.koikeox.co.jp）に掲載することにより、ご提供しているもので
す｡
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連結注記表
記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

連結子会社の数………………………11社
連結子会社の名称……………………株式会社小池メディカル

株式会社群馬コイケ
コイケ酸商株式会社
コイケアロンソン株式会社
コイケヨーロッパＢ．Ｖ．
小池酸素（唐山）有限公司
コイケコリア・エンジニアリング株式会社
コイケフランス有限会社
コイケアロンソンブラジル有限会社
小池（唐山）商貿有限公司
コイケイタリア有限会社
コイケエンジニアリング・ジャーマニー有限会社は、重要性が低下
したため、連結の範囲から除いております。
また、東京酸商株式会社は、菅沼産業株式会社と合併したため、連
結の範囲から除いております。併せて社名をコイケ酸商株式会社
に変更しております。

②　非連結子会社の状況
主要な非連結子会社の名称…………株式会社コイケテック、株式会社菱小

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用会社の状況

持分法適用会社の数…………………１社
持分法適用会社の名称………………株式会社コイケテック

②　持分法非適用会社
主要な持分法非適用会社の名称……株式会社菱小

（持分法を適用しない理由）
持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要
性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、コイケ酸商株式会社、コイケアロンソン株式会社、コイケヨーロッパＢ．Ｖ．、小
池酸素（唐山）有限公司、コイケコリア・エンジニアリング株式会社、コイケフランス有限会社、コイ
ケアロンソンブラジル有限会社、小池（唐山）商貿有限公司、コイケイタリア有限会社の決算日は、12
月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、決算日現在の計算書類を使用しており、連結決
算日までの間に生じた重要な取引は、連結上必要な調整を行っております。
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⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの………………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法
ロ　デリバティブ………………………時価法
ハ　たな卸資産…………………………移動平均法、個別法、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産………………………主として定率法、在外連結子会社は定額法
（リース資産を除く）　　　　　ただし、当社及び国内連結子会社については、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によって
おります。

ロ　無形固定資産………………………定額法
（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。
ハ　リース資産…………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

③　重要な引当金の計上基準
イ　貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金…………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当
連結会計年度負担額を計上しております。

ハ　役員賞与引当金……………………役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額
に基づき計上しております。

ニ　受注損失引当金……………………受注契約に係る将来の損失に備えるため、損失見込額を計上してお
ります。

ホ　製品保証引当金……………………製品納入後に発生する補修費用の支出に備えるため、過去の実績に
基づく見積額を計上しております。

ヘ　役員退職慰労引当金………………一部の連結子会社においては、役員の退職慰労金の支出に備えるた
め、役員退職慰労金支給内規に基づく期末要支給額を計上しており
ます。

④　重要なヘッジ会計の方法
イ　ヘッジ会計の方法…………………繰延ヘッジ処理によっております。また、為替相場変動リスクのヘ

ッジについて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採
用しております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　ヘッジ手段………………………為替予約
　　　　ヘッジ対象………………………輸出取引に係る外貨建売掛債権
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ハ　ヘッジ方針…………………………当社管理部の管理により、輸出成約見込高の範囲内で行うこととし
ており、投機目的の取引は行っておりません。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法…………ヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、
有効性を評価しております。

⑤　のれんの償却方法及び償却期間……のれんの償却については、発生年度に効果の発現する期間の見積り
が可能なものについてはその年数で、それ以外のものについては５
年間で均等償却しております。ただし、金額が僅少なものは発生年
度に全額償却しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ　退職給付に係る負債の計上基準…退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控
除した額を計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効
果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職
給付に係る調整累計額に計上しております。なお、退職給付債務の
算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ　消費税等の会計処理………………税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附
属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

３．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当
連結会計年度から適用しております。
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４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物 235百万円
土地 2,121
　計 2,356百万円

②　担保に係る債務
短期借入金 2,067百万円
長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金 524
　計 2,592百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 17,727百万円

⑶　保証債務
他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

関西総合ガスセンター株式会社 84百万円
株式会社市川総合ガスセンター 3
　計 88百万円

⑷　受取手形裏書譲渡高 103百万円

⑸　土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部
を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該評
価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額
を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める路線
価及び路線価のない土地は第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行き価格補正等の
合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　　　　　 　　平成14年３月31日
・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

（時価が帳簿価額を下回る金額） 1,352百万円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 連 結 会 計 年 度
期首株式数(千株)

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数(千株)

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末
株 式 数 ( 千 株 )

発行済株式

普 通 株 式 45,229 － － 45,229

合 計 45,229 － － 45,229

自己株式

普通株式　(注) 3,836 2 － 3,839

合 計 3,836 2 － 3,839
（注）　変動事由

増加の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取 2千株

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額(円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月29日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 289 7 平成28年３月31日 平成28年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成29年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案
しております。

配当金の総額 372百万円
１株当たり配当額 9円
基準日 平成29年３月31日
効力発生日 平成29年６月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針

  当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調達につ
いては、銀行借入等による方針であります。デリバティブは、為替変動リスクを回避するために利用し、
投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
  営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、与信管理の基準に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、必要に応じ取引先の
信用状況を把握する体制としております。
  投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株
式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
  営業債務である支払手形及び買掛金、未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま
す。
  社債及び借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債及び長期借入金（原
則として５年以内）は主に設備投資に係る資金調達であります。
  リース債務は、設備投資を目的としたものでありますが、固定金利での契約であるため、金利の変動
リスクはありません。
  デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先
物為替予約であります。デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定し
ているため信用リスクはほとんどないものと認識しております。なお、デリバティブ取引の執行・管理
については取引に関する管理規程に従い管理部で行われ、定期的にデリバティブ取引の残高状況、評価
損益状況を管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、｢⑵金融商品の時価等に関する事
項｣におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体に係る市場リスクを示すもの
ではありません。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
  平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。
  なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)参照)。

連結貸借対照表計上額
(百万円)

時　価
(百万円)

差　額
(百万円)

①現金及び預金 10,067 10,067 －
②受取手形及び売掛金 13,162

貸倒引当金(※１） △205
受取手形及び売掛金（純額） 12,956 12,956 －

③投資有価証券
その他有価証券 3,770 3,770 －

資産合計 26,794 26,794 －
①支払手形及び買掛金 6,709 6,709 －
②電子記録債務 3,490 3,490 －
③短期借入金 4,019 4,019 －
④１年内返済予定の長期借入金 619 619 －
⑤リース債務(流動) 533 533 －
⑥未払法人税等 301 301 －
⑦長期借入金 623 628 4
⑧リース債務（固定） 716 722 6

負債合計 17,014 17,024 10
デリバティブ取引(※２） △0 0 0

　(※１)受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
　(※２)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

　(注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

③投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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負　債
①支払手形及び買掛金、②電子記録債務、③短期借入金、④１年内返済予定の長期借入金、
⑤リース債務（流動）、⑥未払法人税等

これらは短期間で決済又は納付されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。

⑦長期借入金、⑧リース債務（固定）
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値によっております。

デリバティブ取引関係
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
通貨関連

区分 取引の種類 契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引
以外の取引

為替予約取引

　買建
 日本円 26 － △0 △0

 　　（注）時価の算定方法
デリバティブ取引の時価については、取引金融機関から提示された価格等によっております。

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
通貨関連

ヘッジ会計の
方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等

（百万円）
契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理
方法

為替予約取引

　売建
 ユーロ 売掛金 93 － 0

 　　（注）時価の算定方法
デリバティブ取引の時価については、取引金融機関から提示された価格等によっております。

　(注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　分 連結貸借対照表計上額
(百万円)

非上場株式 26
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「③投資
有価証券」には含めておりません。
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　(注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

区　分 １年以内
(百万円)

現金及び預金 10,067
受取手形及び売掛金 13,162

合　計 23,230
　(注４）長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

区　分 １年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

短期借入金 4,019 － － － － － －
長期借入金 619 417 172 30 4 － －
リース債務 533 378 223 89 16 7 －

合　計 5,173 795 395 119 21 7 －

７．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の事務所等(土地を含む)を有して
おります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は93百万円(賃貸収益は営業外収
益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上)、固定資産売却益は29百万円(特別利益に計上)、固定資産売却
損は３百万円(特別損失に計上)、減損損失は15百万円(特別損失に計上)であります。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項
連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の

時価(百万円）当連結会計年度
期首残高(百万円）

当連結会計年度
増減額(百万円）

当連結会計年度末
残高(百万円）

2,382 △130 2,251 2,381
(注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり

ます。
(注２）当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は売却（105百万円）によるものであります。
(注３）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に

基づく金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）、その他の物件については一定の評価額や適
切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 686円27銭
⑵　１株当たり当期純利益 30円65銭
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個別注記表
記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法
②　デリバティブ……………時価法
③　たな卸資産………………移動平均法、個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定）
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産……………定率法
（リース資産を除く）　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法に
よっております。

②　無形固定資産……………定額法
（リース資産を除く）　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。
③　リース資産………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負
担額を計上しております。

③　役員賞与引当金…………役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上し
ております。

④　受注損失引当金…………受注契約に係る将来の損失に備えるため、損失見込額を計上しております。
⑤　製品保証引当金…………製品納入後に発生する補修費用の支出に備えるため、過去の実績に基づく見積

額を計上しております。
⑥　退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、各
事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
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による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理して
おります。なお、年金資産の見込額が退職給付債務の見込額に数理計算上の差異
を加減した額を超過しているため、超過額を前払年金費用に計上しております。

⑷　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法………繰延ヘッジ処理によっております。また、為替相場変動リスクのヘッジについ

て振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段……………為替予約
　　　ヘッジ対象……………輸出取引に係る外貨建売掛債権
③　ヘッジ方針………………当社管理部の管理により、輸出成約見込高の範囲内で行うこととしており、投

機目的の取引は行っておりません。
④　ヘッジ有効性評価の方法…ヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、有効性

を評価しております。
⑸　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理……税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月1日以後に取得した建物附属設
備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

３．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当
事業年度から適用しております。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
建物 229百万円
土地 2,107
　計 2,337百万円

②　担保に係る債務
短期借入金 2,067百万円
長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金 524
　計 2,592百万円
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⑵　有形固定資産の減価償却累計額 10,323百万円

⑶　保証債務
他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

コイケヨーロッパＢ．Ｖ． 431百万円
小池酸素（唐山）有限公司 355
関西総合ガスセンター株式会社 78
株式会社市川総合ガスセンター 3
　計 868百万円

⑷　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
①　短期金銭債権 2,930百万円
②　短期金銭債務 1,701百万円
③　長期金銭債務 20百万円

⑸　土地の再評価
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部
を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該評
価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額
を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める路線価
及び路線価のない土地は第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行き価格補正等の合理
的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　　　　 　　　平成14年３月31日
・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

（時価が帳簿価額を下回る金額） 1,352百万円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 5,336百万円
仕入高 7,516百万円

営業取引以外の取引による取引高 261百万円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 事 業 年 度 期 首
株 式 数 （ 千 株 ）

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数 （ 千 株 ）

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数 （ 千 株 ）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 千 株 ）

普 通 株 式 　 ( 注 ) 3,836 2 － 3,839

合 計 3,836 2 － 3,839

（注）変動事由
増加の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取 2千株

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
（繰延税金資産） 百万円

投資有価証券評価損 206
減損損失 157
退職給付引当金 109
たな卸資産評価減 94
賞与引当金 84
貸倒引当金 63
未払事業税 16
その他 137

繰延税金資産小計 870
評価性引当額 △338

繰延税金資産合計 531
（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △1,851
その他有価証券評価差額金 △623
固定資産圧縮特別勘定積立金 △50
その他 △25

繰延税金負債合計 △2,550
繰延税金負債の純額 △2,018
再評価に係る繰延税金負債

土地再評価益 △824
再評価に係る繰延税金負債の額 △824
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８．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種　類 会社等の名称
議決権等の
所 有 割 合

（％）

関 係 内 容
取引の内容 取引金額

（百万円） 科　目 期末残高
（百万円）役 員 等

の 兼 任
事 業 上
の 関 係

子 会 社 ㈱ 群 馬 コ イ ケ 直接40％
間接30％ 兼任２名

当社製品の
製 造 、
事務所等の
賃 貸

事 務 所 等 の 賃 貸 70 ― ―

子 会 社 コ イ ケ 酸 商 ㈱ 直接70.3％
間接26.7％ 兼任１名 当社製商品

の 販 売 等

当社製商品の販売 2,087
受 取 手 形 889
売 掛 金 246

資 金 の 借 入 391
短 期 借 入 金 434

借 入 金 の 返 済 180
利 息 の 支 払 1 未 払 費 用 0

子 会 社 コイケヨーロッパ
Ｂ．Ｖ． 直接100％ 兼任３名 当社製品の

製 造 販 売 債務保証（注３） 431 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）取引金額は消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。
（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等

製商品の販売については、市場価額等を勘案して一般的な取引条件と同様に決定しております。
事務所等の賃貸については、近隣の取引事例を参考に決定しております。
資金の借入利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（注３）当社は、コイケヨーロッパＢ．Ｖ．の銀行借入に対して債務保証を行っております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 557円96銭
⑵　１株当たり当期純利益 23円07銭
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